
民生福祉常任委員会審査日程 
 

日 時 令和７年３月１０日(月) 

午前９時から      

場 所 第２委員会室      

         

～審査内容～ 

 

１ 議案第３３号 山陽小野田市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制

定について                 （保年） 

 

２ 議案第１２号 令和７年度山陽小野田市国民健康保険特別会計予算につい

て                     （保年） 

 

３ 議案第１４号 令和７年度山陽小野田市後期高齢者医療特別会計予算につ

いて                    （保年） 

 

４ 議案第１３号 令和７年度山陽小野田市介護保険特別会計予算について                   

（高齢） 

 

５ 議案第２９号 山陽小野田市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備

及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例

の制定について               （高齢） 

 

６ 議案第３６号 山陽小野田市病院局企業職員の給与の種類及び基準に関す

る条例の一部を改正する条例の制定について  （病院） 

 

７ 議案第１６号 令和７年度山陽小野田市病院事業会計予算について  

（病院） 

 

８ 議案第３０号 山陽小野田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業

の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例の

制定について                （子育） 

 

 



９ 議案第３１号 山陽小野田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基

準を定める条例の一部を改正する条例の制定について 

（子育） 

 

１０ 議案第３２号 山陽小野田市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関す

る基準を定める条例の制定について      （子育） 

 

１１ 議案第４１号 山陽小野田市の特定の事務を取り扱う郵便局の指定につ

いて                    （市民） 

 

 

 

 



 

議案 33 号 

山陽小野田市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定について 

 

１ 保険料における賦課限度額の引上げ 

(1) 改正の内容 

  国民健康保険法施行令の一部改正に伴い、国民健康保険料について、賦

課限度額を引き上げるもの。      

 基礎賦課額 
後期高齢者 

支援金等賦課額 

介護納付金 

賦課額 
合計 

改正前 65 万円 24 万円 17 万円 106 万円 

改正後 66 万円 26 万円 据置き 109 万円 

(2) 対象世帯数及び影響額（令和 6 年度の被保険者情報に基づく試算） 

対象世帯数：123 世帯、影響額（保険料収入の増加額）：166 万円 

 

２ 保険料の軽減における所得判定基準の引上げ 

(1) 改正の内容 

   国民健康保険法施行令の一部改正に伴い、国民健康保険料について、低

所得者に対し被保険者均等割額及び世帯別平等割額を軽減する所得判定基

準を引き上げるもの。         

 
軽減判定所得 

７割 ５割 ２割 

改正前 

基礎控除額（43 万円）＋

（給与所得者等の数－

1）×10 万円 以下 

基礎控除額（43 万円）＋

（給与所得者等の数－

1）×10 万円＋29.5 万円

×被保険者数 以下 

基礎控除額（43 万円）＋

（給与所得者等の数－

1）×10 万円＋54.5 万円

×被保険者数 以下 

改正後 据置き 

基礎控除額（43 万円）＋

（給与所得者等の数－

1）×10 万円＋30.5 万円

×被保険者数 以下 

基礎控除額（43 万円）＋

（給与所得者等の数－

1）×10 万円＋56 万円 

×被保険者数 以下 

(2) 対象世帯数及び影響額（令和 6 年度の被保険者情報に基づく試算） 

対象世帯数：52 世帯、影響額（保険料収入の減少額）：193 万円 

※減収分は保険基盤安定繰入金で補填される。 

 

３ 施行期日 

  令和７年４月１日 

令和 7 年 3 月 10 日 民生福祉常任委員会 資料  



令和7年度

国⺠健康保険特別会計予算の概要

令和7年3月10日 ⺠⽣福祉常任委員会資料

福祉部保険年⾦課



はじめに

1

国⺠健康保険制度は、被⽤者保険の加⼊者などを除く、すべての者を被保険者とする公的医
療保険制度であり、国⺠皆保険における最後の受け皿となっています。
しかし、医療技術の⾼度化等による医療費の増⼤に加え、少⼦⾼齢化の進⾏等による被保険

者数の減少などから、国⺠健康保険事業の財政運営が厳しい状況となっています。

このような中、被保険者の皆様が安⼼して医療を受けられるよう、持続可能な国保財政の運営
を⾏うため、令和6年度において保険料率の改定をさせていただいきました。
また、令和6年12月2日からは健康保険証の新規発⾏が終了し、「マイナ保険証」を基本とする

仕組みに移⾏するなど、国保制度としても⼤きな転換期を迎えたところです。

令和7年度当初予算は、前年度と⽐較して約2億3千万円減の68億9,511万1,000円となり
ました。被保険者数の減少等の影響により、県へ納付する事業費納付⾦や保険給付費が減少
する⼀⽅で、保険料収⼊も前年度から約1,700万円減少しています。また、自治体情報システ
ムの標準化に向けた被保険者証番号の変更や令和8年度からスタートする「⼦ども・⼦育て⽀援
⾦制度」の施⾏に向けた準備といった主要事業に係る経費についても計上した予算としています。
今後も将来収⽀や基⾦残⾼、事業費納付⾦の推移等に注視しながら、中⻑期的な視点に基

づく持続可能な国⺠健康保険事業の運営に努めてまいります。



令和7年度 ⼭陽⼩野⽥市国⺠健康保険特別会計予算
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増減額令和6年度当初令和7年度当初歳出科目増減額令和6年度当初令和7年度当初歳入科目

14,348128,969143,317総務費1△ 17,092883,259866,167国⺠健康保険料1

16,914117,148134,062総務管理費1皆減20-国⺠健康保険税

△ 2,56611,7259,159徴収費20510510使⽤料及び⼿数料2

09696運営協議会費38,58518,586国庫⽀出⾦3

△ 172,6095,337,3655,164,756保険給付費2△ 165,8795,419,9485,254,069県⽀出⾦4

△ 173,8094,582,3064,408,497療養諸費11,0891301,219財産収⼊5

3,240735,453738,693⾼額療養費2△ 65,691810,221744,530繰⼊⾦6

05050移送費34,633560,999565,632他会計繰⼊⾦1

△ 1,50013,50612,006出産育児諸費4△ 70,324249,222178,898基⾦繰⼊⾦2

△ 2505,7505,500葬祭諸費501010繰越⾦7

△ 29030010傷病⼿当⾦62,65917,36120,020諸収⼊8

△ 74,8501,546,8991,472,049国⺠健康保険事業費
納付⾦3

67387,89788,570保健事業費4

△ 33324,69924,366保健事業費1

1,00663,19864,204特定健康診査等
事業費2

1,0891301,219基⾦積⽴⾦5
020,20020,200諸⽀出⾦6

△ 5,00010,0005,000予備費7
△ 236,3497,131,4606,895,111合計△ 236,3497,131,4606,895,111合計

（単位︓千円）



令和7年度当初予算の概要
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 令和7年度当初予算額は、68億9,511万1,000円となり、前年度と⽐較して2億3,634万
9,000円の減額となりました。

 「歳入」では、国⺠健康保険料は、被保険者数の減少に伴い、前年度⽐約1,700万円減の
8億6,616万7,000円となりました。

 県⽀出⾦は、保険給付費の減により、前年度⽐約1億6,500万円減の52億5,406万
9,000円となりました。

 繰⼊⾦のうち、他会計繰⼊⾦は、職員給与費等繰⼊⾦の増等により、前年度⽐約460万円
増の5億6,563万2,000円となりました。

 基⾦繰⼊⾦は、収⽀の調整のため1億7,889万8,000円を計上しました。前年度⽐で
約7,000万円の減となりましたが、予算上の基⾦残⾼は約5億円となる⾒込みです。

 「歳出」では、保険給付費は、被保険者数が減少するものの、1⼈当たり医療費の伸びを考慮
し、前年度⽐約1億7,200万円減の51億6,475万6,000円となりました。

 国⺠健康保険事業費納付⾦は、県の算定額に基づき、前年度⽐約7,400万円減の14億
7,204万9,000円となりました。

 保健事業費は、前年度⽐約60万円増の8,857万円となりました。



令和7年度主要事業
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1 マイナ保険証への移⾏の対応 事業費︓1,189千円

2 ⾃治体情報システムの標準化に向けた被保険者証番号の変更 事業費︓4,719千円

3 ⼦ども・⼦育て⽀援⾦制度の施⾏に向けた準備 事業費︓7,396千円

4 保健事業の効果的な取組 事業費︓88,570千円

令和6年12月2日から健康保険証の新規発⾏が終了し、「マイナ保険証」を基本とする仕組みに移⾏しました。現在発⾏済みの保険証の有効期限は
令和7年7月31日までとなっていますが、令和7年8月の年次更新時には完全に紙の保険証はなくなり、被保険者のマイナ保険証の保持状況によって「資
格情報のお知らせ」または「資格確認書」の⼀⻫発⾏という⼤きな業務があることから、丁寧な周知と正確な作業を⾏う必要があります。また、資格証明書
及び短期保険証の廃⽌に伴い、収納率の低下とならないよう、収納率維持向上に努める必要があります。

令和7年度末までに予定されている「自治体情報システムの標準化」へ対応するため、本市国保の被保険者を管理する番号である「被保険者証番号」
を、標準準拠システムの標準仕様である「世帯番号管理」とする番号へ変更します。令和6年度中にシステム改修に着⼿し、令和7年度中に番号変更に
関するシステム改修や各種テスト作業を完了し、標準準拠システムに移⾏する予定としています。

国のこども未来戦略に基づく「加速化プラン」施策に必要な費⽤を全世代が⽀える仕組みとして、令和8年度からすべての医療保険の被保険者から⽀援
納付⾦を徴収する「⼦ども・⼦育て⽀援⾦制度」が創設されます。国⺠健康保険においては、令和8年度の保険料賦課から現⾏の医療分・後期⾼齢者
⽀援分・介護分の3区分に、「⼦ども・⼦育て⽀援分」を加えた4区分により保険料を賦課・徴収することになります。当該制度の円滑な施⾏に向けて、令
和7年度からシステム改修、保険料算定等の準備業務、周知広報等の業務に着⼿します。

国保被保険者の健康の保持増進に資することを目的に、令和5年度に策定した「第3期データヘルス計画」に基づく効果的な保健事業に取り組むことで、
健康寿命の延伸と医療費の適正化を図ります。
また、福祉部に設置した健康課題検討部会で検討を進めている本市の優先する健康課題である「早死にさせない」「要介護・要⽀援にしない」に向けて、

福祉部が連携して取り組む体制を整え、既存事業を効果的に実施するとともに慢性腎臓病（CKD）受診勧奨事業といった新たな事業に取り組みます。



令和7年度の制度改正および今後の予定
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① 賦課限度額の引上げ（令和7年度）
国⺠健康保険料の賦課限度額が引き上げられます。基礎（医療分）賦課額の65万円を1万円引き上げて66万円に、後

期⾼齢者⽀援⾦等（⽀援⾦分）賦課額の24万円を2万円引き上げて26万円となります。介護分の17万円は据え置きとなり、
賦課限度額の合計額は現⾏の106万円から109万円となります。 ＜保険料の影響額 約160万円増＞

② 軽減判定基準額の引上げ（令和7年度）
国⺠健康保険料の低所得者を対象とした軽減措置について、軽減判定所得の基準額が引き上げられます。軽減の対象となる

世帯の軽減判定所得の算定において、被保険者数等に乗ずる⾦額を、5割軽減では29.5万円から1万円引き上げて30.5万円
に、2割軽減では54.5万円から1.5万円引き上げて56万円に引き上げられます。 ＜保険料の影響額 約190万円減＞

③ ⼦ども・⼦育て⽀援⾦制度の創設（令和8年度）
国のこども未来戦略に基づく「加速化プラン」施策に必要な費⽤を全世代が⽀える仕組みとして、令和8年度から被保険者から

⽀援納付⾦を徴収する「⼦ども・⼦育て⽀援⾦制度」が創設されます。令和8年度の保険料賦課から現⾏の医療分・後期⾼齢
者⽀援分・介護分に 「⼦ども・⼦育て⽀援分」を加えた4区分により保険料を賦課・徴収することになります。

④ 保険料⽔準の統⼀（令和12年度以降）
国⺠健康保険財政の運営の安定化を目的とした「保険料⽔準の統⼀」について、国は令和5年10月に「保険料⽔準加速化

プラン」を策定し、各都道府県における取組を促進しています。これを受け⼭⼝県では、令和12年度から「納付⾦ベースの統⼀」を
⾏うこととし、令和18年度までに「完全統⼀」を目指すとしています。



令和7年度予算の主な内容（歳⼊）1/2
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増減率増減額令和6年度令和7年度内容歳入科目

△ 1.9△ 17,092883,259866,167国⺠健康保険事業費納付⾦等に充てるための保険料国⺠健康保険料1
△ 2.9△ 17,475598,324580,849医療給付費現年度分

0.4865197,668198,533後期⾼齢者⽀援⾦分現年度分
7.03,35847,92751,285介護納付⾦現年度分

△ 13.0△ 3,68028,30024,620医療給付費滞納繰越分
2.21707,6707,840後期⾼齢者⽀援⾦滞納繰越分

△ 9.8△ 3303,3703,040介護納付⾦滞納繰越分
皆減皆減20-令和6年度をもって全額収納したため予算計上なし国⺠健康保険税
0.00510510督促⼿数料、証明⼿数料使⽤料及び⼿数料2

858,500.08,58518,586国庫⽀出⾦3

0.0011東日本⼤震災に伴う被災者に対する保険料減免と⼀部負担⾦減
免に対する補助⾦災害臨時特例補助⾦1

皆増皆増01,189マイナ保険証の利⽤促進と定着に向けた被保険者への周知広報
等に対する補助⾦

社会保障・税番号制度システム整備
費等補助⾦2

皆増皆増07,396R8年度からの⼦ども・⼦育て⽀援⾦制度の円滑な施⾏に向けたシ
ステム改修等に対する補助⾦⼦ども・⼦育て⽀援事業費補助⾦3

△ 3.1△ 165,8795,419,9485,254,069県⽀出⾦4

△ 3.2△ 170,5695,317,7685,147,199市町村が⽀払う保険給付費の実績に応じて、都道府県から費⽤
の全額が交付されるもの普通交付⾦

4.64,690102,180106,870特別交付⾦

△ 26.3△ 5,79922,03916,240保険者の医療費適正化等の取組や、その成果に応じて交付される
もの。評価指標に応じて配分される「評価分」保険者努⼒⽀援分(評価分）

△ 11.0△ 9468,6047,658保険者の医療費適正化等の取組や、その成果に応じて交付される
もの。予防・健康づくり事業に対して交付される「事業分」保険者努⼒⽀援分(事業分）

2.585334,19835,051特別の事情による財政負担の増加等に対して交付されるもの特別調整交付⾦分

51.412,36424,06936,433地域の特殊な事情に応じた調整等のために県が定めた基準に基づ
き交付されるもの都道府県繰⼊⾦(2号分）

△ 13.4△ 1,78213,27011,488市町村が⾏う特定健康診査及び特定保健指導に要する費⽤に対
し交付される特定健康診査等負担⾦

（単位︓千円）



令和7年度予算の主な内容（歳⼊）2/2
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増減率増減額令和6年度令和7年度内容歳入科目
837.71,0891301,219国⺠健康保険基⾦運⽤利息財産収⼊5
△ 8.1△ 65,691810,221744,530繰⼊⾦6

0.84,633560,999565,632繰出基準に基づく⼀般会計繰⼊⾦他会計繰⼊⾦1

△ 1.9△ 3,798195,711191,913低所得者に係る保険料軽減相当額を補填するもの
（負担割合︓県3/4、市1/4）

保険基盤安定繰⼊⾦
（保険料軽減分）

3.94,062105,111109,173
保険料軽減の対象となった⼀般被保険者数に応じて、保険料の⼀
定割合を補填するもの
（負担割合︓国1/2、県1/4、市1/4）

保険基盤安定繰⼊⾦
（保険者⽀援分）

△ 8.6△ 1501,7351,585
⼦育て世帯の経済的負担軽減のため、⼦どもの均等割額の1/2を
軽減し、その軽減分を⼀般会計から繰り⼊れるもの
（負担割合︓国1/2、県1/4、市1/4）

未就学児均等割保険料繰⼊⾦

3.24,014124,786128,800国保事業運営に伴う⼈件費や事務費に対して繰り⼊れるもの職員給与費等繰⼊⾦

△ 33.5△ 220656436
出産する予定⼜は出産した被保険者に係る保険料について、産前
産後期間相当分の所得割額及び被保険者均等割額を減額し、そ
の減額分を⼀般会計から繰り⼊れるもの
（負担割合︓国1/2、県1/4、市1/4）

産前産後保険料繰⼊⾦

△ 11.1△ 1,0009,0008,000出産育児⼀時⾦の 2/3 に相当する額を繰り⼊れるもの出産育児⼀時⾦繰⼊⾦

2.01,91395,12097,033「低所得者が多い」「⾼齢者が多い」など、保険者の責めに帰すること
ができない特別な事情に対して、⼀般会計から繰り⼊れるもの財政安定化⽀援事業繰⼊⾦

△ 0.7△ 18828,88028,692

○国⺠健康保険負担軽減対策繰⼊⾦
福祉医療助成に係る国庫負担⾦の減額分を繰り⼊れるもの
（負担割合︓県1/2、市1/2）
○福祉医療助成対策繰⼊⾦
市単独の医療費助成に係る国庫負担⾦の減額分を繰り⼊れるもの

その他⼀般会計繰⼊⾦

△ 28.2△ 70,324249,222178,898収⽀の調整のため国⺠健康保険基⾦からの繰り⼊れ基⾦繰⼊⾦2

0.001010前年度繰越⾦繰越⾦7
15.32,65917,36120,020延滞⾦、デジタル基盤改⾰⽀援補助⾦等諸収⼊8

△ 3.3△ 236,3497,131,4606,895,111合計

（単位︓千円）



令和7年度予算の主な内容（歳出）1/2

8

増減率増減額令和6年度令和7年度内容歳出科目

11.114,348128,969143,317総務費1

14.416,914117,148134,062国保事業を運営するための⼈件費や事務費、国保連への委託料や
負担⾦、システム改修経費等を計上総務管理費1

△ 21.9△ 2,56611,7259,159納⼊通知書の印刷代や郵送代、⼝座振替やコンビニ収納等の⼿数
料を計上徴収費2

0.009696⼭陽⼩野⽥市国⺠健康保険運営協議会委員の報酬運営協議会費3

△ 3.2△ 172,6095,337,3655,164,756保険給付費2

△ 3.8△ 173,8094,582,3064,408,497
病気やケガの保険診療で保険者が医療機関に⽀払う現物給付と補
装具・柔道整復等に係る現⾦給付、国保連合会のレセプト審査の⼿
数料を計上

療養諸費1

0.43,240735,453738,693
医療機関に⽀払った窓⼝負担が自⼰負担限度額を超えた場合に⽀
給される⾼額療養費と医療保険の⼀部負担⾦と介護保険の利⽤者
負担額の合計が⾼額となったときに⽀給される⾼額介護合算療養費
を計上

⾼額療養費2

0.005050緊急を要する場合に発⽣する搬送費⽤等の現⾦給付移送費3

△ 11.1△ 1,50013,50612,006出産費⽤に対する⼀時⾦として1件あたり500,000円（産科医療
保障制度の場合）を⽀給するのもの出産育児諸費4

△ 4.3△ 2505,7505,500被保険者が死亡したとき、葬儀を⾏った者に50,000円を⽀給するも
の葬祭諸費5

△ 96.7△ 29030010新型コロナウイルス感染症に感染した国保加⼊の被⽤者等に対して
⽀給するもの傷病⼿当⾦6

（単位︓千円）



令和7年度予算の主な内容（歳出）2/2

9

増減率増減額令和6年度令和7年度内容歳出科目

△ 4.8△ 74,8501,546,8991,472,049
県が市町に対して保険給付費等交付⾦を交付するにあたり必要とす
る財源の⼀部として、県内の各市町の被保険者数や所得⽔準、医
療費⽔準等を加味した上で決定される納付⾦で、県に納付するもの

国⺠健康保険事業費納付⾦3

△ 4.8△ 52,7441,099,5211,046,777医療給付分1

△ 6.0△ 21,163354,506333,343後期⾼齢者⽀援⾦等分2

△ 1.0△ 94392,87291,929介護納付分3

0.867387,89788,570保健事業費4

△ 1.3△ 33324,69924,366被保険者の健康の保持増進と医療費の適正化のため、各種保健事
業に係る経費を計上保健事業費1

1.61,00663,19864,20440歳から74歳の被保険者に対する特定健康診査・特定保健指導
に係る経費及び受診・利⽤勧奨に係る経費を計上特定健康診査等事業費2

837.71,0891301,219国⺠健康保険基⾦積⽴⾦基⾦積⽴⾦5

0.0020,20020,200事業費確定に伴う保険給付費等交付⾦返還、過年度保険料還付
⾦諸⽀出⾦6

△ 50.0△ 5,00010,0005,000予備費7

△ 3.3△ 236,3497,131,4606,895,111合計

（単位︓千円）



被保険者数・世帯数の推移
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国保被保険者数（各年度末）

被保険者数 世帯数

本市の国⺠健康保険の被保険者数・世帯数は年々減少傾向にあります。
令和7年度の被保険者数は、1万⼈を割る⾒込みとなっています。

（⼈） （世帯）
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保険料率

R7年度R6年度R5年度R4年度R3年度区分

8.3％8.3％8.3％8.3％8.3％所得割

医療分 23,400円23,400円23,400円23,400円23,400円均等割

21,000円21,000円21,000円21,000円21,000円平等割

2.8％2.8％2.5％2.5％2.5％所得割
後 期
⽀援分 8,000円8,000円6,900円6,900円6,900円均等割

7,100円7,100円6,300円6,300円6,300円平等割

2.4％2.4％2.0％2.0％2.0％所得割

介護分 7,700円7,700円6,300円6,300円6,300円均等割

5,100円5,100円4,200円4,200円4,200円平等割

11

持続可能な国⺠健康保険の運営を⾏うため、令和6年度に保険料率の改定を⾏いました。
（平成23年度以降13年ぶり） 令和7年度の保険料率は据え置きとしています。



1⼈当たり保険料調定額の推移
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1⼈当たり保険料調定額（各年度末）

1⼈当たりの保険料調定額は年々減少傾向にありましたが、令和6年度に保険料率の改定を⾏った結果、
増加に転じました。しかし、令和7年度は被保険者数の減少を受けて、再度減少する⾒込みです。

（円）
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保険料収納率の推移
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現年度分 過年度分

現年度分の保険料の収納率は、滞納者対策の取組や納付機会の充実を⾏ってきた結果、年々上昇傾
向にあります。過年度分の収納率は、滞納分の未納額が減少していることもあり、横ばいとなっています。
マイナ保険証への移⾏に伴い、短期証が廃⽌されたため、滞納者との接触機会が減り、収納率への影響
が懸念されます。
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事業費納付⾦の推移
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事業費納付⾦総額と⼀⼈当たり事業費納付⾦の推移

事業費納付⾦総額 ⼀⼈当たり事業費納付⾦

（千円） （円）

平成30年度の制度改⾰により、県が財政運営の責任主体となった以降、県に納付している事業費納付
⾦は、県全体の医療費総額の減少に伴い減少傾向にあります。⼀⽅、被保険者⼀⼈当たりの事業費納
付⾦の負担額で⾒ると、被保険者の減少に伴って⾼い⽔準で推移しています。
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保険給付費の推移
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保険給付費と⼀⼈当たり給付費の推移

給付費総額 ⼀⼈当たり給付費

（千円） （円）

国⺠健康保険が負担する保険給付費（療養給付費+療養費+⾼額療養費の計）は、年度によって
増減はあるものの減少傾向にありますが、⼀⼈当たりの給付費で⾒ると、⾼齢化や医療技術の⾼度化な
どにより年々増加傾向にあります。
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基⾦残⾼の推移
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国保財政の安定化や被保険者の保険料の負担軽減等を目的とした国⺠健康保険基⾦の残⾼は、
令和7年度末の予算上の残⾼は約5億円で、令和元年度と⽐較すると半減する⾒込みです。
今後も、持続可能な国保事業の運営を⾏っていくため、基⾦残⾼に注視し、適切な保険料率の設定や
効率的な財政運営を⾏っていく必要があります。
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R7R6R5R4R3R2R1

1,21995,45696,946170,814172,741129,629119,289積⽴額

178,898248,604230,737177,160172,940185,483235,844取崩額

502,685680,364833,512967,303973,649973,8481,029,702残 高



保健事業

事業費内容項目

9,026千円健康増進課が実施するがん検診について、国保被保険者の検診料を⼀部
負担します。がん検診事業

910千円
健康づくりの⼀環として、市内のトレーニングジムの指導の下、⽣活習慣病の
改善、運動習慣の確⽴を図ります。自⼰負担︓1,000円
実施場所︓スポーツコアアルファ、ゼロワン、カーブス、アシスト

健康運動事業

591千円ジェネリック医薬品について、被保険者に対し先発薬との差額通知書を送付
し、意識啓発と利⽤率向上を図ります。ジェネリック医薬品差額通知

2,683千円医療機関での受診状況を通知することにより、被保険者の関⼼を喚起して、
医療費の適正化を図ります。（年3回通知）医療費通知

2,204千円糖尿病性腎症の⾼リスク者を抽出し、かかりつけ医から推薦を受けた対象者
に6か月間の保健指導を⾏うことで⽣活習慣の改善を図ります。糖尿病性腎症重症化予防事業

891千円⻭周病予防のため、⻭周病検診を実施します。⻭周病検診

4,220千円脳ドックを受診する際の費⽤を助成することで、脳疾患の早期発⾒と医療費
の適正化を図ります。自⼰負担額︓4,000円脳ドック助成

42千円慢性腎臓病（CKD）における早期受診を促す通知を送付することで、非透
析寿命の延伸を図ります。

【新】慢性腎臓病（CKD）受診
勧奨事業

4款 保健事業費 1項 保健事業費 予算額︓24,366千円

17その他医療費適正化に関する経費、はり・きゅう施術費等 3,799千円



保健事業
4款 保健事業費 2項 特定健康診査等事業費 予算額︓64,204千円

＜特定健康診査＞

R5年度R4年度R3年度R2年度R1年度受診状況

7,991⼈8,520⼈9,051⼈9,360⼈9,348⼈対象者数

3,159⼈3,227⼈3,406⼈3,220⼈3,567⼈受診者数

39.5%37.9%37.6%34.4%38.2%受診率

＜特定健康診査の受診率向上に向けた取組＞
○受診歴や検査結果を活⽤したデータ分析を⾏い、効率的・効果的な受診勧奨を実施

受診歴や検査結果を活⽤したデータ分析により対象者の特性に合わせた勧奨通知はがきを作成し、年2回（6月、10月）発送します。

18

R5年度R4年度R3年度R2年度R1年度実施状況
293⼈283⼈331⼈317⼈362⼈対象者数
30⼈17⼈20⼈25⼈25⼈実施者数

10.2%6.0%6.0%7.9%6.9%実施率

＜特定保健指導の実施率向上に向けた取組＞
○特定保健指導及び利⽤勧奨の外部委託

特定保健指導及び利⽤勧奨について、専門事業者に委託することで効果的な保健指導を実施します。

＜特定保健指導＞
特定健診の結果、⽣活習慣病の発症リスクが⾼いと判定された対象者に、医師・保健師・管理栄養⼠等の専門家が、⽣活習慣改善のため
の⾏動計画を策定し、健康的な⽣活の維持ができる⾯接・指導等を⾏います。

40〜74歳の加⼊者を対象に、⽣活習慣病の発症や重症化の予防を目的として医療保険者が実施する健診です。



令和7年度

後期⾼齢者医療特別会計予算の概要

福祉部保険年⾦課

令和7年3月10日 ⺠⽣福祉常任委員会資料



はじめに

1

後期⾼齢者医療制度は、「⾼齢者の医療の確保に関する法律」に基づき、75歳以上の⾼
齢者等を対象とする医療制度として創設され、平成20年度から⼭⼝県後期⾼齢者医療広
域連合（以下、「広域連合」）が運営主体となり、制度の運⽤が開始されました。
所管する事務については、広域連合が保険者として保険料の決定、医療の給付等を⾏い、

市町村は資格確認書等の引渡し、保険料の徴収、各種届出や申請等の窓⼝業務を⾏って
います。

後期⾼齢者医療制度は、少⼦⾼齢化が進展する中、被保険者数が増加しており、それに
対応して医療費も増加している状況です。
令和7年度当初予算は、前年度と⽐較して約180万円減の13億8,536万2,000円となり

ました。保険料収⼊が増加するものの、広域連合への納付⾦の減に伴う⼀般会計繰⼊⾦の
減等により、予算総額は前年度と同規模なりました。また、「⼦ども・⼦育て⽀援⾦制度」の施
⾏に向けた準備に係る経費を計上した予算としています。

今後も適正な事務処理と保険料収納業務に努めるとともに、広域連合が取り組む医療費適
正化対策に協⼒・連携してまいります。



令和7年度 ⼭陽小野田市後期⾼齢者医療特別会計予算

2

（単位︓千円）

内 容増減額令和6年度当初令和7年度当初予算科目

現年度分・過年度分保険料7,8501,021,5141,029,364後期⾼齢者医療保険料1

証明⼿数料、督促⼿数料08686使⽤料及び⼿数料2

⼦ども・⼦育て⽀援事業費補助⾦3,59303,593国庫⽀出⾦3
国の基準に基づく⼀般会計繰⼊⾦（事務費
等繰⼊⾦、保険基盤安定繰⼊⾦）△ 13,256363,347350,091繰⼊⾦4

前年度繰越⾦0100100繰越⾦5

延滞⾦、保険料還付⾦ほか02,1282,128諸収⼊6

△ 1,8131,387,1751,385,362合計

内 容増減額令和6年度当初令和7年度当初予算科目

職員給与費等⼀般管理費、賦課徴収事務
費ほか5,50024,98130,481総務費1

事務費等負担⾦、保険基盤安定負担⾦、お
後期⾼齢者医療保険料納付⾦△ 7,3131,360,0691,352,756後期⾼齢者医療広域連合納付⾦2

保険料還付⾦ほか02,0252,025諸⽀出⾦3

0100100予備費4

△ 1,8131,387,1751,385,362合計

【歳 入】

【歳 出】



令和7年度の主な事業等

3

賦課限度額⼀⼈当たり保険料均等割額所得割率料 率 等

80万円83,937円57,012円11.52％令和6・7年度

66万円75,853円53,417円10.34％令和4・5年度

② ⼦ども・⼦育て⽀援⾦制度の創設に係るシステム改修 （事業費︓3,593千円）
国のこども未来戦略に基づく「加速化プラン」施策に必要な費⽤を全世代が⽀える仕組みとして、令和8年度から被保険者
から⽀援納付⾦を徴収する「⼦ども・⼦育て⽀援⾦制度」が創設されます。後期⾼齢者医療制度においても、令和8年度
の保険料賦課から新たに「⼦ども・⼦育て⽀援納付⾦賦課額」として、均等割額と所得割額を賦課・徴収することになります。
当該制度の円滑な施⾏に向けて、令和7年度からシステム改修に着⼿します。

① マイナ保険証への移⾏に伴う「資格確認書」及び「資格情報のお知らせ」の発送 （事業費︓6,803千円）
令和6年12月2日から健康保険証の新規発⾏が終了し、「マイナ保険証」を基本とする仕組みに移⾏しました。後期⾼齢
者医療制度においても、現在発⾏済みの 保険証の有効期限は令和7年7月31日までとなっており、令和7年8月の年次
更新時には完全に紙の保険証はなくなり、被保険者のマイナ保険証の保持状況によって「資格情報のお知らせ」または「資
格確認書」を⼀⻫発送します。市においても、マイナ保険証の利⽤に関して被保険者に丁寧かつ正確な周知を⾏っていきます。

③ 保険料率
後期⾼齢者医療制度の保険料率は、2年ごとに料率の⾒直しが⾏われます。
令和6年度に料率改定があったため、令和7年度の保険料率は据え置きとなります。



後期⾼齢者医療制度の主な数値

R7年度⾒込みR7年1月末時点R5年度R4年度R3年度

12,319人11,905人11,646人11,206人10,896人被保険者数

437人259人440人310人172人対前年度増減

103.5％102.2％103.9％102.8％101.2％対前年度⽐

4

1 被保険者数

R7年度R6年度R5年度R4年度R3年度

1,385,362千円1,387,175千円1,205,745千円1,264,986千円1,137,064千円歳⼊・歳出予算総額

▲ 1,813千円181,430千円▲ 59,241千円127,922千円▲ 8,691千円対前年度増減

99.9％115.0％95.3％111.3％99.2％対前年度⽐

R7年1月末時点R5年度R4年度R3年度

991,486,738円864,237,542円843,094,633円828,401,304円調定額

776,478,148円861,094,544円838,835,611円821,870,944円収納額

78.31%99.64%99.49%99.21%収納率

R6年11月診療R5年度R4年度R3年度

1,085,977円1,066,239円1,054,725円1,073,508円⼭陽小野田市

19,738円11,514円▲18,783円▲ 26,446円対前年度増減

101.9％101.1％98.3％97.6％対前年度⽐(%)

－1,044,524円1,024,487円1,013,444円県内市町平均

2 当初予算総額の推移

4 被保険者１人当たり医療費の推移

3 保険料調定額・収納額の推移（現年度分）



 資 料 １ 

令和７年第１回（３月）市議会定例会・民生福祉常任委員会資料

議案第１６号　令和７年度山陽小野田市病院事業会計予算

本年度（R7） 前年度（R6） 増減

年間延入院患者数 63,428人 63,875人 ▲ 447人

一日平均入院患者数 174人 175人 ▲ 1人

病床稼働率 87.3% 87.9% ▲ 0.6㌽

入院単価 45,272円 43,852円 1,420円

入院収益 2,871,543千円 2,801,046千円 70,497千円

年間延入院患者数 44,968人 45,990人 ▲ 1,022人

一日平均入院患者数 123人 126人 ▲ 3人

病床稼働率 85.6% 87.5% ▲ 1.9㌽

入院単価 49,900円 47,100円 2,800円

年間延入院患者数 18,460人 17,885人 575人

一日平均入院患者数 51人 49人 2人

病床稼働率 92.0% 89.1% 2.9㌽

入院単価 34,000円 35,500円 ▲1,500円

年間延外来患者数 95,832人 95,742人 90人

一日平均外来患者数 396人 394人 2人

外来単価 14,270円 14,000円 270円

外来収益 1,367,522千円 1,340,388千円 27,134千円

入院収益及び外来収益の概要

　急性期病棟

　地域包括ケア病棟

　入院収益

　外来収益
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議案第３０号 山陽小野田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の

運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例の制定について 

 

１．改正理由 

内閣府令の「特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ど

も・子育て支援施設等の運営に関する基準」の改正に伴い、本市の条例を改

正するもの 

 

２．改正内容 

  〇保育内容支援及び代替保育に係る連携協力に関する見直し等を行うもの 

    従うべき基準：第３７条、第４２条第１項から第１０項まで 

    参酌すべき基準：第４２条第１１項 

  (1) 保育内容支援に係る連携協力について 

   ア 特定地域型保育事業者（居宅訪問型保育事業者を除く。以下同じ。）

による保育内容支援の提供に係る連携施設の確保が著しく困難と認

める場合であって、次の①②の要件を全て満たすと認めるときには、

当該連携施設を確保しないことができることとする。 

    ① 特定地域型保育事業者とイの連携協力を行う者との間でそれぞれ

の役割の分担及び責任の所在が明確化されていること。 

    ② イの連携協力を行う者の本来の業務の遂行に支障が生じないよう

にするための措置が講じられていること。 

   イ アの場合において、特定地域型保育事業者は、小規模保育事業Ａ型

若しくは小規模保育事業Ｂ型又は事業所内保育事業を行う者を保育

内容支援に係る連携協力を行う者として適切に確保しなければなら

ないこと。 

  (2) 代替保育に係る連携協力について 

    代替保育の提供に係る連携施設の確保が困難であると認める場合にお

いて、特定地域型保育事業者による連携協力を行う者の確保の促進のた

めに必要な措置を講じてもなお当該者の確保が著しく困難であると認め

るときは、代替保育に係る連携施設を確保しないこととすることができ

ることとする。 
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  〇連携施設経過措置について所要の措置を講ずるもの 

（附則第５条：従うべき基準） 

  ・連携施設経過措置について、この条例の施行の日（平成２７年４月１日）

から起算して１５年を経過する日までの間において適用するものとする。 

   

３．施行日 令和７年４月１日から 

 

（参考） 

・「従うべき基準」とは必ず適合させなければならない基準。法令の「従うべき

基準」と異なる内容を定めることは許容されないが、当該基準に従う範囲内で、

地域の実情に応じた内容を定めることは許容  

 

・「参酌すべき基準」とは十分参照しなければならない基準。法令の「参酌すべ

き基準」を十分参照した結果としてであれば、地域の実情に応じて異なる内容

を定めることは許容 

 

・「連携協力」、「連携施設」とは 

特定地域型保育事業者は、特定地域型保育を適正かつ確実に実施し、及び必

要な教育・保育が継続的に提供されるよう以下の事項に係る連携協力を行う認

定こども園、幼稚園又は保育所（連携施設）を確保しなければならない。 

① 保育内容に関する支援 

② 職員が病気等の際の代替保育の実施 

 ③ 卒園後の受け入れ先の確保 
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議案第３１号 山陽小野田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基

準を定める条例の一部を改正する条例の制定について 

 

１．改正理由 

内閣府令の「家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準」の改正に伴

い、本市の条例を改正するもの 

 

２．改正内容 

  〇保育内容支援及び代替保育に係る連携協力に関する見直し等を行うもの 

   （第６条：従うべき基準） 

  (1) 保育内容支援に係る連携協力について 

   ア 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育事業者を除く。以下同じ。）に

よる保育内容支援の提供に係る連携施設の確保が著しく困難と認め

る場合であって、次の①②の要件を全て満たすと認めるときには、当

該連携施設を確保しないことができることとする。 

    ① 家庭的保育事業者等とイの連携協力を行う者との間でそれぞれの

役割の分担及び責任の所在が明確化されていること。 

    ② イの連携協力を行う者の本来の業務の遂行に支障が生じないよう

にするための措置が講じられていること。 

   イ アの場合において、家庭的保育事業者等は、小規模保育事業Ａ型若

しくは小規模保育事業Ｂ型又は事業所内保育事業を行う者を保育内

容支援に係る連携協力を行う者として適切に確保しなければならな

いこと。 

  (2) 代替保育に係る連携協力について 

    代替保育の提供に係る連携施設の確保が困難であると認める場合にお

いて、家庭的保育事業者等による連携協力を行う者の確保の促進のため

に必要な措置を講じてもなお当該者の確保が著しく困難であると認める

ときは、代替保育に係る連携施設を確保しないこととすることができる

こととする。 

 

  〇連携施設経過措置について所要の措置を講ずるもの 

（附則第３条：従うべき基準） 

  ・連携施設経過措置について、この条例の施行の日（平成２７年４月１日）

から起算して１５年を経過する日までの間において適用するものとする。 
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  〇栄養士法の改正に伴うもの（第１６条：従うべき基準） 

・従前、管理栄養士国家試験は、栄養士の免許を受けた者でなければ受け

ることができなかったところ、管理栄養士養成施設卒業者については栄養

士免許の取得が不要となったことを踏まえ、運営等に関する要件として「栄

養士」の配置を求めていた規定について、栄養士免許を有さない「管理栄

養士」を配置した場合についても同要件を満たすことができることとする。   

 

  〇安心して子どもを預けられる体制を整備するため満３歳以上の児童に係

る保育士・保育従事者の配置基準が見直されたことに伴うもの 

  （第２９条、第３１条、第４４条、第４７条：従うべき基準） 

    

（改正前） 

満３歳以上満４歳未満の児童 

おおむね２０人につき１人以上 

 

満４歳以上の児童 

おおむね３０人につき１人以上 

 （改正後） 

満３歳以上満４歳未満の児童 

おおむね１５人につき１人以上 

 

満４歳以上の児童 

おおむね２５人につき１人以上 

 

３．施行日 公布の日から（第２９条、第３１条、第４４条、第４７条） 

      令和７年４月１日から（第６条、第１６条、附則第３条） 

 

（参考） 

・「従うべき基準」とは必ず適合させなければならない基準。法令の「従うべき

基準」と異なる内容を定めることは許容されないが、当該基準に従う範囲内で、

地域の実情に応じた内容を定めることは許容  

 

・「連携協力」、「連携施設」とは 

家庭的保育事業者等は、利用乳幼児に対する保育を適正かつ確実に実施し、

及び必要な教育・保育が継続的に提供されるよう以下の事項に係る連携協力を

行う認定こども園、幼稚園又は保育所（連携施設）を確保しなければならない。  

 ① 保育内容に関する支援 

 ② 職員が病気等の際の代替保育の実施 

 ③ 卒園後の受け入れ先の確保 
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議案第３２号 山陽小野田市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する

基準を定める条例の制定について 

 

１．制定理由 

内閣府令の「乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準」の制定に

伴い、本市の条例を制定するもの。 

 

２．主な基準 

 〇非常災害（第６条：参酌すべき基準） 

  少なくとも毎月１回、避難及び消火に関する訓練を行わなければならない。 

  

〇安全計画（第７条：従うべき基準） 

  設備の安全点検、職員、利用乳幼児等に対する事業所外での活動、取組等

日常生活における安全に関する指導、職員の研修及び訓練その他乳児等通

園支援事業所における安全に関する事項についての安全計画を策定し、当

該安全計画に従い必要な措置を講じなければならない。 等 

  

〇自動車運行（第８条：従うべき基準） 

  利用乳幼児の事業所外での活動、取組等のための移動のために自動車を運

行するときは、利用乳幼児の乗車及び降車の際に、点呼その他の利用乳幼

児の所在を確実に把握することができる方法により、利用乳幼児の所在を

確認しなければならない。 等 

 

 〇利用乳幼児の取扱い（第１２条：従うべき基準） 

  利用乳幼児の国籍、信条、社会的身分又は利用に要する費用を負担するか

否かによって、差別的な取扱いをしてはならない。 

 

 〇虐待等の防止（第１３条：従うべき基準） 

  利用乳幼児の心身に有害な影響を与える行為をしてはならない。 

 

 〇衛生管理（第１４条：参酌すべき基準） 

  利用乳幼児の使用する設備、食器等又は飲用に供する水について、衛生的

な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じなければならない。 等 
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 〇秘密保持（第１８条：従うべき基準） 

  職員は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用乳幼児又はその家族

の秘密を漏らしてはならない。 

 

 〇設備及び職員（第２０条～第２６条） 

   従うべき基準：第２０条、第２１条（調理設備に係る部分）、第２２条、

第２３条（第２６条において準用する場合を含む。）、第

２５条 

   参酌すべき基準：上記以外の規定            

区分 一般型 余裕活用型 

余裕活用型に該当しないもの 利用児童数が利用定員の総数

に満たない場合にその満たな

い数以下の乳幼児を対象とす

るもの 

対象施設 保育所 

認定こども園 

小規模保育事業所 

事業所内保育事業所 

幼稚園 

地域子育て支援拠点 

等 

保育所 

認定こども園 

小規模保育事業所 

事業所内保育事業所 

等 

対象児 ０歳６か月～満３歳未満 

設備 （面積）対象児１人につき 

乳児室 1.65 ㎡以上 

ほふく室 3.3 ㎡以上 

保育室・遊戯室 1.98 ㎡以上 

各施設又は事業の基準による 

職員 乳児３人につき１人以上 

満１歳以上満３歳未満６人に

つき１人以上 

＊半数以上は保育士 

 

３．施行日  

令和７年４月１日から 
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（参考） 

「従うべき基準」とは必ず適合させなければならない基準。法令の「従うべ

き基準」と異なる内容を定めることは許容されないが、当該基準に従う範囲内

で、地域の実情に応じた内容を定めることは許容  

 

「参酌すべき基準」とは十分参照しなければならない基準。法令の「参酌す

べき基準」を十分参照した結果としてであれば、地域の実情に応じて異なる内

容を定めることは許容 

 





（単位：枚、人）

本山 有帆 本山 有帆 本山 有帆 本山 有帆 本山 有帆

謄本 22 6 5 6 3 12 7 6 5 10

抄本 5 5 5 0 1 3 2 1 6 5

0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

65 56 56 52 51 33 35 36 23 24

0 1 0 0 0 1 0 0 0 0

26 33 30 44 20 21 29 27 14 28

118 101 96 102 75 70 73 70 48 68

95 88 83 91 66 59 54 61 42 57

令和７年３月１０日　　市民課

民生福祉常任委員会

「特定の事務を取扱う郵便局」における年度別証明書発行枚数及び利用者数

合計

利用者数

令和５年度

戸籍

戸籍の附票

住民票

住民票記載事項証明書

印鑑登録証明書

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度


